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２０２5 年度事業計画等に係る経営協議会を開催 

  

  

 

ＪＲ四国労組は、３月１１日に行った経営協議会において、「ＪＲ四国グループ事

業計画２０２５」「２０２５年度事業計画」「２０２５年度営業施策」「２０２５年度

増収キャンペーン」等について説明を受け、協議を行った。 

このうち「ＪＲ四国グループ事業計画２０２５」について、会社から「２０２５

年度は、中期経営計画２０２５の集大成であり、更なる飛躍を目指す年度」と位置

づけ、「『鉄道事業における収益拡大施策の推進』『構造改革の加速』『非鉄道事業に

おける最大限の収益拡大』の３点を重点項目とし、各種施策にグループ一体となっ

て取り組む」との方針が示された。 

【ＪＲ四国グループ事業計画２０２５】 

◆ＪＲ四国グループの基本方針 

 
 

中期経営計画２０２５の集大成 

更なる飛躍を目指す年度に!! 
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◆重点実施項目 

 ３つを重点実施項目に基づき、各種施策にグループ一体となって取り組むことで、中期経営

計画に掲げる「経常利益において連結貢献額※10 億円」の達成、長期経営ビジョンに掲げる

「連結売上高 600 億円」の達成を目指す。 

※連結貢献額 連結経常利益から単体の経常利益を差し引いたもの 

○ 鉄道事業における収益拡大施策の推進 

   お客様ニーズに沿ったサービス向上施策の推進・収入の維持拡大 

○ 構造改革の加速 

   生産性の向上、「公共交通ネットワークの四国モデル」追求 

○ 非鉄道事業における最大限の収益拡大 

将来のグループ経営を支える事業の確立に向けて 

グループ一体となって取組みを推進 

 

◆重点セグメントの取り組み（基本方針のあるセグメントのみ抜粋） 

Ⅰ 運輸セグメント 

 更なる体質改善を目指す  

香川県立アリーナの開業や大学開校等の新たな需

要を確実に取り込み運輸収入の確保に努めます。 

また、省力化・省人化施策の着実な推進により生

産性の向上を図り、構造改革を進めます。 

 

 

 

 

 

Ⅱ ホテルセグメント 

 各ホテルが地域ナンバーワンホテル(※)を目指し、 

全国でも選ばれるホテルグループへ成長する 

将来の東京等大都市圏への展開も見据え、 まずは

中国四国地方を中心とするエリアに集中的に新規出

店を行うとともに 、 ホテルグループとして必要となる運営基盤の構築を進めます 。 
※その地域内で、顧客満足度(CS)、従業員満足度 (ES)が高いこと。 

 

Ⅲ 駅ビル・不動産セグメント 

 総合不動産事業の確立に向けた高い成長を目指す  

駅ビルをはじめとする賃貸型事業と、分譲マンショ

ンをはじめとする開発売却型事業の２本柱にプロパ

ティ・マネジメント施設管理事業を加えた事業ポート

フォリオを目指し、地域社会の豊かな発展とお客様の

生活満足度向上のために様々な事業を多岐にわたっ

て行う総合不動産事業者を目指します。 

 

［鉄道事業］ 
◯利 便 性 向 上 、観光 需 要 創出 、誘 客 促 進

等を推進し、収入の維持拡大を図る 
◯省力化・省人化による生産性向上、ワー

クスタイル変革等による構造改革の加速  
◯利用しやすい環境づくりや利用促進に向

けた他モビリティとの連携  
［バス事業］ 
◯将来に亘り安定的に 黒字計上が可能な

経営体質への転換  
◯安全 輸送 の確 保を根幹 に、お客様 に安

心してご乗車いただける体制の強化  
◯人材の確保、育成や業務運営の効率化、

コストを意識した業務運営の推進 

各セグメントの 2025 年度基本方針 

◯安 全 ・ 安 心で上 質 な空間とサービスを
提供し、ホテルのブランド力向上 

◯持続的な成長に向けたホテルグループ
としての運営基盤を構築  

◯競争力を強化できるホテル開発に取り
組み、四国内外への出店拡大 

◯駅周辺エリアの価値向上やまちづくりを
通しての四 国の活性 化、お客様に喜ん
でいただける住環境の提供等による地
域社会の豊かな発展に取り組む 

◯駅ビル事業では、ターミナル駅の持つポ
テンシャルを最大限に引き出し、まちの
「顔」として人が集い、にぎわいあふれる
拠点を目指した取組みの推進  

◯不動産事業では、保有による賃貸型事
業と、分譲マンションをはじめとする開
発 売 却 型 事 業 の 2 本 柱 に、プロパテ
ィ・マネジメント施設管理事業を加えた
事業ポートフォリオによる収益拡大 
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Ⅳ 飲食・物販セグメント 

  幅広い業態展開により収益拡大を目指す  

「お客様第一」の視点で安全・高品質なサービスの提

供、各種営業施策や販売促進に取り組みます。地域の

特色、お客様のニーズの反映及び外部の知見を活用し

た商品企画・店舗づくり、適切な目標管理によるマネジ

メント強化を推進するとともに、新業態の開発・業態の

転換等多様な営業展開により、収益拡大及び利益率の

向上を目指します。 

 

◆収支計画（連結） 

                                    

  

 

 

 

 

 

 

 事業計画 

2024 2025 

営業収益 532 560 

（うち、鉄道運輸収入） (226) (230) 

営業費用 690 703 

営業利益 ▲158 ▲143 

経常利益(a) 0 18 

単体経常利益 (b) ▲8 6 

連結貢献額（a-b） ８ 12 

【２０２5 年度事業計画】 

◆事業運営の基本方針 

景気はゆるやかな回復基調で推移すると見込まれるものの、物価動向や海外情勢の影響

による経済の不確実性など、経営環境は不透明な状況が続くと想定される。このような中に

あっても、中期経営計画 2025 の集大成であり、更なる飛躍を目指す年度と位置づけ、以下

を重点実施項目として各種施策に取り組んでいくこととする。 

 

（1） 事業運営を支える土台づくり 

 ① 安全・安心・信頼の確保      ② 生き生きと働ける職場環境づくり 

 ③ グループの企業価値向上     ④ 経営安定基金運用益等の確保 

（2） 経営基盤強化 

 ① 鉄道運輸収入の安定的な確保  ② 省力化・省人化による生産性向上 

 ③ 非鉄道事業における最大限の収益拡大 

（3） 地域等関係者との連携・協力 

 ① 「四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ」の 

中間整理を踏まえた取組み 

 ② 地域社会との連携 

 

◆鉄道輸送に関する計画 

（1） 基本的な方針 

   2025 年 3 月に実施したダイヤ改正における列車設定を基本としつつ、輸送需要に応

じた列車キロ・車両キロの適正化を行うため、外部環境の変化や輸送需要の精緻な検証

分析を行うとともに、柔軟な列車設定によりお客様の視点に立った輸送サービスの提供

に努め、鉄道利用の拡大を目指す。 

◯安全・安心・品質を追求し、顧客満足
度 及 び信 頼 の向 上 に努 めるとと も
に、地域の特色やお客様のニーズを
反映した商品企画・店づくりを行うこ
とで収益拡大を目指す 

◯適切な目標管理によるマネジメント
の強化・ 徹底及び、「 スクラップ＆ビ
ルド」による選択と集中により利益率
の向上を図る 

◯「高松オルネ」、「JR 松山駅だんだん
通り」 の開業を契機に開 発 した新ブ
ランド直営店及び FC 店について、持
続的・安定的な成長の実現に向けて
取り組む 
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（2） ２０２5 年度の輸送量の見通し及び列車の運行計画 

輸送量の見通し 列車の運行計画 

輸送人員 輸送人キロ 列車キロ 車両キロ 

40 百万人 1,232 百万人㌔ 18 百万㌔ 52 百万㌔ 

◆鉄道施設の整備に関する計画 

 鉄道施設の整備については、鉄道輸送の根幹である「安全・安定輸送の確保」に必要な安全

対策や運転保安に直結する設備の老朽取替等の安全関連投資に重点を置いて進めるほか、

収益強化、経費削減及び業務の効率化に必要な投資を実施する。また、支援措置を活用し、

省力化・省人化に資する投資を進めていく。 

◆設備投資計画（単体） 

 

◆収支計画・資金計画 
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【２０２５年度営業施策について（目指すところ）】（詳細は別紙１参照） 

 
 

【２０２５年度増収キャンペーン】（詳細は別紙２参照） 

 2025 年度は、中期経営計画の最終年度として、「アンパンマン列車 25 周年キャンペー

ン」の開催、連続テレビ小説「あんぱん」の放映や「瀬戸内国際芸術祭 2025」、「大阪・関西万

博」の開催を契機とした鉄道利用の慫慂、「スマート改革」の深度化等、確実な目標の達成に

むけて取り組む。 

◆四国再発見増収キャンペーン 

 目標：個人ごとの金額目標は設定しないが、参加率１００％を目指す。 

◆利用促進キャンペーン 

 目標：対象グループ会社９社のうち、２社以上利用する。※目標額は設定しない。 

 

【発５５号「営業施策に関する付議」について】 

１ ２０２４年度の鉄道運輸収入の現状及び通期見通しについて、明らかにされた

い。 

【現状】 

年度初からアフターコロナとして経済活動が正常化する中、各種営業施策を計画通り着実

に実施することで収入の確保に努めました。 

デジタルを活用した取組みについては、「スマえき」の利用定着及び拡大に向け、アプリ限定

の特企券の発売を行ったほか、通学定期の一斉発売や更新時期に合わせた移行促進キャン

ペーンを展開しました。 

また、瀬戸大橋線ご利用３億人キャンペーンやものがたり列車運行開始 10 周年の展開な
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ど鉄道を利用した旅行需要の喚起・拡大を図りました。 

定期外収入については、１月累計で対前年 104.2％と上回り、対平年（2019 年度）

96.3％まで回復しました。 

定 期 収 入 については、１ 月 累 計 で対 前 年 107.4％ と上 回 り、対 平 年 （ 2019 年 度 ）

109.9％となりました。 

【通期見通し】 

８月末に台風 10 号接近による運休があったため、上半期時点では対計画を下回っていま

したが、下半期は比較的天候に恵まれたことや本州方面からのご利用が堅調だったこと等に

より、計画を上回り推移しています。 

通期見通しを正確に想定することは困難ですが、大きな輸送障害がなく収入が堅調に推移

した場合、当社計画を上回り約 230 億円程度となると想定しています。 

 

 

２ ２０２３年５月に実施した運賃改定による効果及び影響については「長い期間

での検証が必要」とのことであったが、現時点での検証状況を明らかにされたい。

あわせて、依然として資源価格の高騰が続き、諸物価が上がり続けているが、今

後の運賃改定に対する会社の考え方を明らかにされたい。 

運賃改定とほぼ同時期に乗継割引を廃止したことや、改定がコロナ禍からの回復時期と重

なったことから正確に把握することは難しいですが、おおむね改定申請時の想定である年間

18 億円程度の増収になったと考えています。 

一方で、今後も物価高騰が続く場合、支援措置を活用しつつ経営努力を積み重ねたうえ

で、なお及ばない部分について価格への転嫁（運賃改定）を行う必要があると考えています。 

運賃改定によって、お客様離れ（いわゆる逸走）が生じることから、ご利用状況や他交通機

関の状況、中長期的な輸送需要の動向を踏まえた改定内容の検討が必要です。また、物価高

騰も含め、会社の収支・キャッシュフロー等様々な事項を勘案し、運賃改定の幅、時期を検討

していく必要があると考えています。 

 

３ ２０２５年度は「瀬戸内国際芸術祭２０２５」「大阪・関西万博」の開催、朝ド

ラ「あんぱん」の放送が開始されるなど、２０２４年度に増して、インバウンド

を含めた四国外からのお客さまにＪＲ四国を多くご利用いただけるものと想定す

る。一方で、２０２４年度の利用実態を見ると、四国内の流動が戻りきっていな

い上に、四国内から四国外へのご利用が縮小傾向にある。これらの状況を踏まえ、

鉄道利用促進に向けた取り組みを明らかにされたい。 

四国内相互や、四国内から本州方面へのご利用は、前年を上回り推移しているもののコロ

ナ前の水準を下回っています。人口減少による鉄道需要の縮小は避けることができません

が、当社の収入の柱であることから、鉄道利用促進に繋がる取組みを講じてまいります。 

具体的に四国内は、「瀬戸内国際芸術祭 2025」、「NHK 連続テレビ小説『あんぱん』放

映」等の地域イベントなどが開催されますので、アンパンマン列車運行開始 25 周年の取組み

と合わせて関係団体と協力し需要の確保に努めます。 

鉄道で周遊いただくことを目的に「エキタグ」対象線区でのスタンプラリーを実施するほか、

鉄道を利用したモデルルートを作成しホームページ等で周知するなど告知展開に注力し、旅
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行需要の喚起を図ります。また、「スマえき」で四国内の利用が便利でおトクに購入できること

を PR することで鉄道利用の拡大に繋げてまいります。さらには、香川県立アリーナ開業や徳

島文理大学高松駅キャンパス開校を契機に拡大が期待される高松地区の需要をしっかりと

取り込みます。 

四国内から本州方面へは、「大阪・関西万博」開催を契機に、阪神往復フリーきっぷや

e5489 の利用促進を同時期に開催される「大阪 DC」と合わせて展開します。さらには、JR 

西日本グループの WESTER ポイントサービスが付与されるキャンペーンを展開し、利用促進

を図ってまいります。このほか、繁忙期の本州方面特急列車の指定席を拡大することで収入

増に繋げてまいります。 

なお、２０２５年度は「瀬戸内国際芸術祭２０２５」などのイベントを契機にインバウンド旅客

の四国への更なるご利用が期待されますが、ALL SHIKOKURail Pass 等のデジタルパス

化（QR チケットサービス）による利便性向上を図るとともに、個人旅行者向けには OTA と

連携したプロモーションの実施や SNS を活用した欧米豪向けの販売キャンペーンなどの販売

促進策を推進しインバウンド需要の更なる拡大を目指します。団体市場向けには四国ツーリズ

ム創造機構、各県と連携し東アジアへのセールスを強化するとともに東南アジアなどの新規市

場も開拓し、観光列車を軸とした鉄道利用の拡大を図ります。 

 

４ 全国に先駆けた人口減少や少子高齢化により、鉄道をご利用になるお客様が減

少傾向にあるが、沿線価値向上の取り組みによって、沿線の定住人口増加につな

がり、利用減少に歯止めがかけられると考える。沿線価値向上に向けた取り組み

について、会社の考え方を明らかにされたい。 

【鉄道事業本部関係】 

四国地域の人口減少は避けることができない課題でありますが、人口が多く将来的にも比

較的減少の幅が緩やかな都市部を中心として、自治体と連携しながら高松駅周辺のようなＴ

ＯＤ（公共交通指向型開発・交通まちづくり）を目指していくことが重要と考えています。 

当社としては、これまでにもお伝えしてきたとおり、四国に最適で持続可能な公共交通ネッ

トワーク「四国モデル」の構築を目指し、パターンダイヤ導入区間、導入時間帯の拡大を図り、

お客様の利便性と効率性を両立させた都市圏輸送の充実を目指します。さらに、タクトダイヤ

の概念を推進していく等、バス等他モードとの連携を図ることで輸送需要の拡大とともに沿

線価値の向上を目指します。 

このほか、駅周辺でのイベント開催時の告知などを通して鉄道の利用頻度を増やしてまい

ります。また、お客様が将来に渡って安心してご利用できる鉄道を目指し、駅のバリアフリー

化など地域と一体となり取り組んでいきたいと考えます。 

※ＴＯＤ（Transit Oriented Development）：車に頼らず公共交通機関の利用を前提に組み立

てられた都市開発もしくは沿線開発のこと。 

【事業開発本部関係】 

「高松オルネ」「ＪＲ松山駅だんだん通り」のさらなる運営力向上に努めるとともに、その他の

駅ビル・商業施設を含めてターミナル駅の持つポテンシャルを発揮すべく、既存テナントの入

れ替え等を計画的に実施します。また、運営会社とも協力しながら効果的なイベントを企画

し、駅立地の魅力を最大限に引き出すことで、駅周辺のにぎわい創出に寄与するとともに、鉄

道の利用促進につなげてまいります。 
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５ 駅構内設備の改良を契機に、八幡浜駅は日勤化され働き方の見直しが図られる

一方で、管理駅が日勤化された駅はこれまでに例がないと認識する。管理業務の

将来展望や管理駅の役割について、どのように考えているのか明らかにされたい。 

八幡浜駅では、駅構内設備の改良を契機に、泊まり勤務の日勤化により要員削減を行いま

した。これにより、働き方の見直しや人手不足への対処が図れたと認識しています。 

ご指摘のとおり、今回初めて管理駅が日勤化されましたが、管理の体制は変更しておらず、

異常時（八幡浜駅折り返し運転等）や設備故障時等については、これまで通り関係社員を呼

び出して対応します。また、早朝・深夜時間帯の自動券売機故障等の第一報は、宇和島駅の

当務にも通知されるようシステムの変更を行います。 

現在、除草や雑木伐採、多客時の警戒警備、清掃等の業務委託により管理業務の負担軽減

を推進しているところであり、今後の管理駅のあり方については、それらの状況等を踏まえて

検討してまいります。 

 

６ 駅のバリアフリー化の推進は、高齢者や障がい者等のお客様の円滑な移動や安

全性の向上を図るため重要な取り組みであると認識する。バリアフリー化推進に

向け、段差の解消やエレベーターの設置計画を明らかにされたい。あわせて、車

いすのお客様の列車乗降のサポートのため駅係員等が対応しているが、要員体制

を踏まえると将来に亘って持続可能な対応とは言い難い。車いす利用の旅客対応

に対するソフト・ハード面のそれぞれの観点から、会社の考え方を明らかにされ

たい。 

駅のバリアフリー化工事については、多額の経費を要するため、まずは国の定める「移動等

円滑化の促進に関する基本方針」で定められている 1 日平均利用者数（乗降人員）3,000 

人以上の駅及び基本構想の生活関連施設(※)に位置付けられた 2,000 人以上の駅への整

備を行う事を目指しています。 

現在、多度津駅が 1 日の利用者数 3,000 人を超えているため、多度津駅におけるバリア

フリー化工事の施工に向けて国や地方自治体との調整・施工計画の推進を行っています。 

なお、基本方針で定められている箇所以外へのバリアフリー化工事については、国からの補

助金を受けることが難しいため、当社単独で整備することは困難な状況です。 

また、車いす等のお客様の列車乗降のサポートについては、非番・休みの従業員を所属駅に

立ち寄ることなく、介助を行う駅に直行直帰させる試行を行っています。引き続き、負担軽減

策を検討・実施するとともに、外注化についても検討してまいります。 

※生活関連施設に位置付けられた当社施設はありません。 

 

７ ＪＲ四国の旅行業事業は、２０２４年度に体制の見直しが行われ「より鉄道運

輸収入確保に特化した形に転換し、収支改善を目指しながら事業を継続する」と

方向性が示された。現行の販売・企画体制による現状分析とあわせて、今後一層

の収入確保に向けどのように取り組むのか、明らかにされたい。 

旅行業の体制見直しにより、一部従業員は販売センターや駅に配置転換し、Web 販売の

強化や駅要員不足への対処を図っています。 

また、当社主催旅行商品の約 2/3 が販売センター（旅の予約センター（電話）、JR 四国ツ

アーWeb（インターネット））での発売にシフトしている現状を踏まえるとともに、小さい要員
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規模では急遽の代務手配が難しいといった課題が抽出されたため、円滑な運用のために JR 

四国ツアー徳島・高知支店では 2025 年 1 月から日曜日の定休日化を試行しています。ま

た、松山支店でも 2025 年 4 月から試行いたします。 

今後もユニット販売の強化や Web 販売へのシフトを進めることで、旅行業収入の確保に

取り組んでまいります。 

 

８ チケットアプリ「しこくスマートえきちゃん」が導入されて以降、決済方法の

拡充やアプリの操作性及び利便性を向上させるも取扱い収入に占める収入割合

は依然として伸び悩んでいる。この状況を打開するための会社の取り組みを明ら

かにされたい。あわせて、ＩＣカードの対応が一部の駅に限られていることによ

る課題を踏まえたうえで、こうした運賃収受について今後の展望を明らかにされ

たい。 

【チケットアプリ関係】 

チケットアプリ「しこくスマートえきちゃん」の定着・拡大に向けては、Web 広告の活用やホ

ームページのリニューアル、新松山駅へのスマえき対応改札機の導入を契機とした PR 活動

の実施等により、認知度向上を図りました。この結果、2025 年 1 月末時点の会員数は約 8 

万人となり、対前年比で約 2 倍の増加となりました。 

定期外については、11 月に実施したアプリのバージョンアップにより、デジタル障害者手

帳「ミライロ ID」とアカウント連携により障害者割引を適用したきっぷが購入できるようにな

るなど機能増強に努めましたが、乗車券などのご利用の伸びが想定を下回り、第 3 四半期の

目標 7%に対し、実績 5.8%と目標を達成する事はできませんでした。2 月にはアプリ限定

の「スマえき（か）しこくフリーきっぷ」を発売し、価格面での魅力度向上を図りました。 

定期については、新規購入や年度初からの継続購入が順調に推移した結果、第 3 四半期

は目標 14%に対し実績 17.2％と堅調に推移しております。3 月からは、定期券所有者限定

の商品「スマえき定期専用チョイ乗り特急券」の発売を開始しました。 

今後は、宣伝物の意匠の方向性を刷新し、ビジネス層を意識したデザインへの変更を図り、

ご利用の拡大に努めてまいります。 

【IC カード関係】 

ＩＣＯＣＡエリアの拡大については、ＩＣ機器の整備に多額の経費を要するため実現には至っ

ておらず、現時点においては具体的な拡大計画はありませんが、ＩＣ非対応駅における精算対

応に伴う列車遅延による影響や、お客様の利用状況を勘案し、昭和町のようなＩＣＯＣＡエリ

ア内で歯抜けとなっている箇所への整備や、特急停車駅への拠点整備等について、幅広く検

討を進めてまいります。 

 

９ インバウンド需要の高まりなどによるご利用回復により、車内混雑が課題とな

っている中、特に特急南風号においては列車の定員を上回るお客様が立席にて乗

車され、サービス低下につながっていると認識する。車両数に限りはあるものの

お客様の着座ニーズに応えた編成両数での運行がサービスの向上につながると考

える。会社の考え方を明らかにされたい。 

着席ニーズの高まりに応えるべく指定席提供数を増やすことで、サービス品質の向上及び
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当社収入拡大の両立を図っております。 

2024 年 4 月～12 月の実績では、指定席の利用が前年と比較して 112％に増えてお

り、指定席移行による鉄道運輸収入の向上効果もあります。 

車両数に限りがあるため定常的に編成両数を増やすことは困難ですが、多客期間等におい

てはお客様の動向を注視し、こまめな車両増結を実施する考えです。なお、2025 年 3 月ダ

イヤ改正にて 2700 系車両の予備車が増える（2 両増）こともあり、これまで以上に柔軟な

対応が可能になると考えています。 

また、自由席から指定席への移行を促すため、おトクな「e5489」チケットレス商品を設定

するとともに、車内額面や座席ポケット、駅頭で告知広告を掲出し、指定席への慫慂を積極的

に進めて参ります。 

 

10 四国各線区で運行する「ものがたり列車」をはじめとする観光列車を目的に、リ

ピーターを含め多くのお客様が四国内外から訪れている。しかし、アテンダント

等においては、運行区間が複数ある列車等の勤務にあたり拘束時間が長時間に亘

るなど、要員の逼迫と相まって対応に苦慮している。要員需給の改善が早急に求

められるが、臨時列車の運行本数を要員に見合ったものに見直す、あるいは運行

拠点の見直しが必要であると考える。会社の考え方を明らかにされたい。 

採用難・退職等により駅・JR 四国ツアー支店・ものがたり列車企画室等では人手不足が続

いており、要員需給は改善の見込みが立たない状況です。 

観光列車の運行本数は、乗務員需給を鑑みながら決めてまいります。 

「ものがたり列車」は、旅行会社からも販売リクエストが多い競争力の高い商品であるため、

可能な限り運行本数の維持を目指しつつ、乗務員の省力化の検討、アテンダント作業の部外

委託などによる業務軽減を図ってまいります。 

 

11 ２０２５年度は『中期経営計画２０２５』の最終年度として、目標の達成に向け

た節目の年度である。非鉄道事業における最大限の収益の拡大に向けた取り組み

として今後の戦略・展開を明らかにされたい。特に、専門的な知識やノウハウが

必要とされるマンション・ホテル事業等をはじめとする事業において、業界内で

競争力を確保するための体制強化や将来展望を明らかにされたい。 

ホテルセグメントについては、各ホテルが地域ナンバーワンホテルを目指し、全国でも選ば

れるホテルグループへの成長に向けた取組みを推進します。具体的には、宿泊ニーズの変化や

お客様評価に基づく、時代に対応した上質な空間・サービスの提供し、ホテルのブランド力向

上を図るとともに、㈱JR 四国ホテルズと一体となり、２本部体制（営業統括本部・管理統括本

部）への着実な移行やＩＴ・ＤＸ化の推進等による省力・省人化を図り、持続的に成長するホテ

ルグループに向けた運営基盤を構築します。また、「クレメントイン」より上位の価格帯で新ブ

ランドを構築し、競合との差別化を図るとともに、新規出店候補地、リブランド案件の情報収

集を強化し、新築物件の賃貸借や既存物件のオペレーターチェンジなど多様な出店形態によ

る出店拡大を進めます。簡易宿所「4S STAY」は、空き家等再生事業として、年々増加する

空き家等の活用による地域活性化への貢献及び収益拡大に向け、既存店舗のブラッシュアッ

プに取り組むとともに、四国を中心に出店拡大を図ります。 

駅ビル・不動産セグメントについては、総合不動産事業の確立に向けた高い成長を目指し

ます。駅ビル事業では、ターミナル駅の持つポテンシャルを最大限に引き出し、まちの「顔」とし
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て人が集い、にぎわいあふれる拠点を目指し、新規開業施設においては、運営力向上、販促に

よる誘客及び継続的なリーシングに取り組むほか、既存施設においても施設計画の見直し、

空き区画等へのテナント誘致、計画的な既存テナントの入れ替え等により収益の拡大を図り

ます。松山駅ビル開発については、周辺用地の活用方法など松山駅周辺エリアの方向性、今

後の行政等周辺動向には注視しながら、開発を進めます。 

不動産事業では、分譲マンション「ル・サンクつくば並木」の建設・販売を推進するとともに、

販売中の４物件（「ブランシエラ道後樋又」「プレミスト岡山ザ・レジデンス」「ジオ高松常磐町

J.CREST タワー」「J.CREST 県庁前」）の早期完売を目指すほか、四国内に限らず、首都

圏を含めて引き続き投資案件の精査・検討を行います。2025 年度末竣工予定の旧研修セ

ンター跡地の学生会館・サービス付高齢者向け住宅・一般賃貸住宅の開発及び 2028 年秋

開業予定の「コートヤード・バイ・マリオット高知」については、開発を確実に推進します。また、

四国内及び首都圏等において、引き続き賃貸オフィス・マンション等の収益物件を取得すると

ともに、契約促進キャンペーンや賃料設定の見直しを行うなど賃貸マンション入居率向上に努

め、収益不動産の利益最大化に向けた取組みを推進します。 

飲食・物販セグメントについては、新たに策定した「食の安全・安心に関するガイドライン」に

基づき、ＪＲ四国グループ一体となって「食の安全マネジメント」の強化・推進を図るとともに、

地域の特色やお客様のニーズを反映した商品企画・店づくりを行うことで収益拡大を目指し

ます。また、適切な目標管理によるマネジメントの強化・徹底及び不採算事業・店舗からの早

期撤退や業態変更を行うことで収支改善に努めます。「高松オルネ」「ＪＲ松山駅だんだん通

り」の開業を契機に開発した新ブランド直営店及びＦＣ店については、着実な運営を行うとと

もに、持続的・安定的な成長の実現に向け、店舗拡大を進めていきます。 

新規事業については、2024 年８月から熊本県八代市でトライアルを開始したサーモン陸

上養殖事業について、愛媛県西条市においても事業を開始するとともに、四国内での更なる

展開を図ります。また、2024 年３月に高知～窪川間にて外部事業者への貸付を開始した鉄

道事業用光ケーブルを活用したインフラシェアリング事業については、瀬戸大橋経由の本四間

ネットワーク提供を計画しています。 

これらの施策の実施にあたっては、外部能力や業務提携等の活用、外部人材の受入や経験

者採用の推進、研修等を通じた従業員の意識改革等による人材・ノウハウの充実など一層の

体制強化が重要であり、非鉄道事業のプロフェッショナルを目指す新規採用を強化し、将来の

中核人材として育成していくほか、従業員のモチベーションの維持・向上と能力の発揮を目的

に公的資格取得者の拡大を推進するとともに、既存のキャリアスクエア研修を拡充し、事業開

発部門でのキャリアアップに特化したキャリア転換のための研修を実施し、将来的にはプロ集

団を目指します。 

 

12 ２０２５年度の増収施策について明らかにされたい。。 

2025 年度は、景気はゆるやかな回復基調で推移すると見込まれるものの、物価動向や

海外情勢の影響による経済の不確実性など、経営環境は不透明な状況が続くと想定してい

ます。このような中にあっても、中期経営計画 2025 の集大成であり、更なる飛躍を目指す

年度と位置づけ、各種施策に取り組みます。 

具体的には、付議事項３においても申し上げましたが、年度初から「瀬戸内国際芸術祭

2025」「大阪・関西万博」、高知県を舞台とした「NHK 連続テレビ小説『あんぱん』」放映な

ど、四国及び周辺地域での大きなイベント等が開催されることから、四国内外での観光需要

の高まりが期待されます。これを契機にアンパンマン列車 25 周年の取組みと合わせ、四国

内及び本州方面の流動拡大に努めることで鉄道利用促進に繋げてまいります。 
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香川県立アリーナ開業により、大規模コンサート等のイベント開催時は四国内外から鉄道を

ご利用いただけると考えますが、車両の増結や臨時列車の運行、駅の案内体制強化等により

多くのお客様が快適にご移動いただけるよう努めてまいります。 

徳島文理大学高松駅キャンパス開校により、本州や西讃方面から乗換なしで通学が可能と

なることから通学需要が増えると想定されますが、香川キャンパス周辺（志度）に居住する在

校生について大学に働きかけを行い、高松までの高徳線利用を促進します。 

拡 大 するインバウンドについては、SNS を活 用 した四 国 の情 報 発 信 を展 開 し、ALL 

SHIKOKU Rail Pass の増売を図るとともに、観光列車の団体利用を促進してまいりま

す。 

ものがたり列車は、引き続きサービスや食事内容をブラッシュアップすることでお客様の満

足度を維持するとともに、一部特企券の効力見直しによるご利用単価増を図ります。 

このほか、最繁忙期に本州方面特急列車の指定席を拡大することで収入増に繋げてまいり

ます。 

 

13 今後の人口減少や少子高齢化の進展を見据えれば、当社だけでなく、地方自治

体をはじめとする地域の関係者との連携が必要不可欠である。短期的には地域と

連携した利用促進に取り組むとともに、駅の運営を自治体等に委ねるなどの方策

が求められるうえに、長期的な視点において持続可能な運営体制の構築が不可欠

であると考える。これらの取り組みに対する会社の考え方を明らかにされたい。 

四国が目指すべき公共交通ネットワークの将来像については、懇談会Ⅱの中間整理におい

て「新幹線を骨格とした公共交通ネットワークの構築」と示されていることを踏まえ、各モビリ

ティの特性や地域の特性・実情を踏まえた適切な公共交通ネットワークのあり方、その中での

鉄道の活かし方等に関する検討を進めます。 

また、利用者や地域戦略の視点に立った利便性と持続可能性の高い地域公共交通ネットワ

ークの実現に向けて、沿線自治体等関係者との議論・検討を進めるとともに、調査・実証事業

等も踏まえ、「５カ年推進計画 2021～2025」の総括検証及び事業の抜本的な改善方策の

検討を行います。 

 

 

以上 
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2025 年度「四国再発見増収キャンペーン」及び「利用促進キャンペーン」の展開について 

2 0 2 5 年 3 月 

四国旅客鉄道株式会社 

 

2025 年度は、中期経営計画の最終年度として、「アンパンマン列車 25周年キャンペーン」の開催、連続

テレビ小説「あんぱん」の放映や「瀬戸内国際芸術祭 2025」、「大阪・関西万博」の開催を契機とした鉄

道利用の慫慂、「スマート改革」の深度化等、確実な目標の達成にむけて取り組む。 

ついては、下記のとおり、本年度も「四国再発見増収キャンペーン・利用促進キャンペーン」を実施し、

JR四国グループ会社を含め全社員が一丸となり収益増を目指す。 

記 

１ 四国再発見増収キャンペーン 

(1)実施期間 

2025 年 4月 1日から 2026 年 3月 31 日まで 

(2)対象者 

①JR 四国の役員、社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員、サポーター社員）及び嘱託

社員とする。ただし、以下の者を除く。 

ア JR 四国ツアー支店において、セールス業務を担当する者 

イ 休職期間中の者（専従休職及び出向休職を除く） 

ウ JR 四国グループ以外の会社から JR四国へ出向している者 

エ 非常勤の者 

②ＪＲ四国グループ会社の役員、社員等（JR四国への出向者、JR四国からの出向者含む） 

(3)目標 

個人ごとの金額目標は設定しないが、参加率 100％を目指す。 

(4)対象商品 

   JR 四国の駅・JR四国ツアー支店・販売センター・しこくスマートえきちゃん、e5489（JR 四国の券売

機等での受取りのきっぷのみ、かつ他社完結除く）・tabiwa（一部商品）・しこくるり（一部商品）で販売

する、下記の商品を対象とする。 

① 特別企画乗車券 

② あじな散歩道 

③ JR 四国が主催する旅行商品（募集型企画旅行・受注型企画旅行） 

  ④ ものがたり列車食事券・車内販売商品 

⑤ ジパング倶楽部新規会員の紹介 

⑥ 個札乗車券類（IC含む｟他社完結除く｠） 

※対象商品の詳細については、別途定める。 

(5)販売奨励金 

   ①支給対象者 

    (2)に掲げる者を対象とする。ただし、JR四国の役員を除く。 

なお、JR四国グループ会社については、各社に対して支給する。 

②支給対象商品 

(4)に掲げる商品のうち、特別企画乗車券（スマえき・e5489 を含む）を対象とする。対象商品の詳

細については、別途定める。 
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③支給条件等 

換算後の支給対象商品の実績が一定額以上となった場合に、実績額に支給率を乗じた額を支給する。 

（支給は半月毎） 

④その他 

非対面販売の推進を図るため、「スマえき」のほか、指定する「e5489」商品については、販売奨励金

対象とし、かつ増収換算率を窓口購入の場合と比べて 1.5 倍とする。 

(6)表彰 

成績優秀なＪＲ四国の社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員、サポーター社員）、嘱託

社員及びＪＲ四国グループ会社に対して表彰する。 

(7)その他 

①業務効率化、印刷コスト削減のため、紙面でのお客様カードの製作・配布を廃止し、ワークフロー

申請システムにて証拠書類等を添付する機能を追加する。なお、実績報告等の取り扱いについては

別途定める。 

②重点商品等については、年度途中で換算率の変更及び商品の追加を行うことがある。 

２ 利用促進キャンペーン 

(1)実施期間 

2025 年 4月 1日から 2026 年 3月 31 日まで 

(2)対象者 

JR 四国の役員、社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員、サポーター社員）及び嘱託社

員とする。ただし、以下の者を除く。 

① 出向中の社員及びエキスパート社員 

② 休職期間中の者（専従休職を除く） 

③ 非常勤の者 

(3)目標 

対象グループ会社 9社のうち、2社以上利用する。 

※目標額は設定しない。 

(4)対象店舗 

各グループ会社が直営する事業及び店舗並びに運営管理するテナント 

【対象グループ会社一覧】（計 9社） 

ジェイアール四国バス㈱、JR 四国不動産開発㈱、四国キヨスク㈱、JR 四国ステーション開発㈱、
㈱JR四国ホテルズ、㈱めりけんや、㈱ジェイアール四国企画、四国開発建設㈱、㈱駅レンタカー四国 

(5)表彰 

成績優秀な社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員、サポーター社員）、嘱託社員に対し

て表彰する。 

(6)その他 

対象商品及び実績報告等の取り扱いについては別途定める。 

 


